
　　施策１　患者・家族への自己管理のための情報提供等　【福祉保健局（保健医療局）】※令和5年7月1日、福祉保健局は保健医療局及び福祉局に再編成

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

１
「東京都アレルギー情報navi.」
による情報提供

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・アレルギー疾患に関する基礎的知識や対応・対策
   など、重症化予防や症状軽減のために不可欠な情
   報を提供
　・花粉の飛散予測・飛散状況等の情報を提供
　・医療従事者向け情報ページに講習会資材、アレル
   ギー疾患医療拠点病院・専門病院の実績等を掲載

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・アレルギー疾患に関する基礎的知識や対応・対策
   など、重症化予防や症状軽減のために不可欠な情
   報を提供
　・花粉の飛散予測・飛散状況等の情報を提供
　・医療従事者向け情報ページに講習会資材、アレル
   ギー疾患医療拠点病院・専門病院の実績等を掲載

２
妊婦及び乳幼児保護者に対する
アレルギー情報の発信

○ 妊婦および乳幼児保護者に対するアレルギー疾患
  対策に関する普及啓発
　・母子手帳配布にあわせて、啓発資材を配布
  （62区市町村）

○ 妊婦および乳幼児保護者に対するアレルギー疾患
  対策に関する普及啓発
　・母子手帳配布にあわせて、啓発資材を配布
  （62区市町村）

３
アレルギー疾患に関する専門医
等による講演会

○「都民向けアレルギー講演会」の開催
　・令和5年2月（Web開催）
   アーカイブ動画総再生回数　4,154回
　 内容：ぜん息と食物アレルギーについて

○「都民向けアレルギー講演会」の開催
　・令和6年2月予定（Web開催予定）
　 内容：災害時のアレルギー対応について（仮称）

○ 講演会（食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、
　喘息等）への講師派遣

○ 講演会（食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、
　喘息等）への講師派遣

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業※による
  区市町村への支援
　・患者や家族を対象とした講演会、講習会の開催
　・実施区市町村　6区市

 ※アレルギー疾患対策として、区市町村が相談事業
 や普及啓発活動の充実を図る場合や患者の生活をサ
 ポートする地域の関係者の円滑な連携を図る場合
 に、都が補助を行う。

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業※による
　区市町村への支援
　・患者や家族を対象とした講演会、講習会の開催
　・実施区市町村　6区市（予定）

 ※アレルギー疾患対策として、区市町村が相談事業
 や普及啓発活動の充実を図る場合や患者の生活をサ
 ポートする地域の関係者の円滑な連携を図る場合
 に、都が補助を行う。

４
区市町村が実施する普及啓発へ
の支援
講演会等への専門医等の派遣

東京都アレルギー疾患対策推進計画　令和４年度取組状況及び令和５年度取組予定

施策の柱Ⅰ　適切な自己管理や生活環境の改善のための取組の推進

資料１
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５
デジタル技術を活用したアレル
ギー緊急時対応案内

○ 音声動画等を活用した「保育施設等向け緊急時対
  応ガイダンス（β版）」を「東京都アレルギー情
  報navi.」に実装

○ 令和４年度作成「保育施設等向け緊急時対応ガイ
  ダンス（β版）」の改良
○「東京都アレルギー情報navi.」に、音声動画等を
  活用した「患者家族向け緊急時対応ガイダンス（β
  版）」を実装

６
アレルギー疾患対策推進に関す
る集中的広報展開

○ 2月を「東京都アレルギー疾患対策推進強化月間」
  とし、集中的に広報を展開した
　・キーワード連動型広告の実施（2月）
    広告総クリック数  53,415
　・区市町村や関連団体に対し、協働の働きかけを
   実施（2区5市1団体）
　・「都民向けアレルギー講演会」の開催（2月）
    アーカイブ動画総再生回数　4,154回【再掲】

○ 2月を「東京都アレルギー疾患対策推進強化月間」
 とし、集中的に広報を展開する
　・キーワード連動型広告の実施（2月）
　・区市町村や関連団体に対し、協働の働きかけを行
   う。
　・「都民向けアレルギー講演会」の開催（2月）
  【再掲】
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　　施策２　大気環境の改善　　【環境局】　

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

１

大気汚染物質の排出削減に向
け、指導、審査、立入検査を実
施するとともに自主的な取組を
促進

○ ばい煙発生施設等からの届出
　・届出件数　1,794件
○ ばい煙発生施設等への立入指導
　・立入指導件数　100件
○ Clear Sky実現に向けた大気環境改善促進事業
　・大気汚染対策に取り組む事業者を対象とした
   Clear Skyサポーター登録制度の運営
　・都民を対象としたサポーター制度の創設、「大気
   環境を守る取組」をテーマにしたInstagramフォト
   コンテストの実施
　・SNS等を活用して、身近な大気環境改善対策を紹介

○ 低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器認定件数
  ・認定件数　25型式
○ ＶＯＣ対策アドバイザーの派遣
　　2件（新型コロナ感染症対応のため規模を縮小し
   て実施）
○ ＶＯＣ対策セミナーの開催
　　2件（新型コロナ感染症対応のため規模を縮小し
   Web形式で実施）

○ ばい煙発生施設等からの届出

○ ばい煙発生施設等への立入指導

○Clear Sky実現に向けた大気環境改善促進事業
　・大気汚染対策に取り組む事業者及び個人を対象と
   したClear Skyサポーター登録制度の運営
　・Clear Skyサポーターの取組紹介動画・記事の作成
　・大気改善への関心を高め行動を促すイベントやセ
   ミナーを実施
　・低年齢・若年層向けの啓発教材の作成
　・SNS等を活用して、身近な大気環境改善対策を紹介

○ 低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器認定制度

○ ＶＯＣ対策アドバイザーの派遣

○ ＶＯＣ対策セミナーの開催
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○ ディーゼル車規制
　・路上調査　2,218台
　・移動カメラ撮影箇所　延べ105カ所

○ ディーゼル車規制
　・路上調査（実施中）
　・移動カメラ撮影箇所　 延べ105カ所

○　自動車環境管理計画書・実績報告
　・約1,500事業者から受理

○ 自動車環境管理計画書・実績報告
　・約1,500事業者から受理

○ 低公害・低燃費車導入補助
　・ハイブリッド自動車 トラック     23台
　・天然ガス自動車 　 　　　        16台
　・ハイブリッド自動車 バス　        8台
　・次世代タクシー（HV、EV、PHV）1,313台
　・ＥＶ･プラグインハイブリッド自動車等 10,749台

○ 低公害・低燃費車導入補助
　・ハイブリッド自動車 トラック
　・天然ガス自動車
　・ハイブリッド自動車 バス
　・次世代タクシー（HV、EV、PHV）
  ・ＥＶ・プラグインハイブリッド自動車等

○ 低公害・低燃費車導入義務

　・導入率※ 達成に向けた指導
　
 ※自動車環境管理計画書 第5期計画期間
（令和4年度～令和8年度の5年間）において200台以上
 の自動車を使用する事業者に対し、特定低公害・低
 燃費車の導入割合を30％以上、乗用車（軽自動車を
 除く）の台数に占める非ガソリン車の導入割合を
 20％以上とすることを義務付け

○ 低公害・低燃費車等導入義務

　・導入率※ 達成に向けた指導
　
  ※自動車環境管理計画書 第5期計画期間
（令和4年度～令和8年度の5年間）において200台以上
 の自動車を使用する事業者に対し、特定低公害・低
 燃費車の導入割合を30％以上、乗用車（軽自動車を
 除く）の台数に占める非ガソリン車の導入割合を
 20％以上とすることを義務付け

３
大気汚染物質の常時測定・監
視、公表

○ 大気環境の常時監視
　・一般局47局、自排局35局、その他2局
○ 測定データの公表
　・「大気汚染常時測定結果のまとめ」及び「大気汚
   染測定結果ダウンロード」等を、都ホームページ
   等にて公表

○ 大気環境の常時監視
　・一般局47局、自排局35局、その他2局
○ 測定データの公表
　・「大気汚染常時測定結果のまとめ」及び「大気汚
   染測定結果ダウンロード」等を、都ホームページ
   等にて公表

２

ＺＥＶを含む低公害・低燃費車
の導入に対する助成、ディーゼ
ル車規制などによる自動車排出
ガス削減対策
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　　施策３　花粉症対策の推進　　【産業労働局、環境局、福祉保健局（保健医療局）】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

１
スギ・ヒノキ林の伐採、花粉の
少ないスギへの植替、伐採木材
の利用促進

○ 森林循環促進事業（主伐等）
  ・伐採面積　42ha

○ 森林循環促進事業（主伐等）
  ・伐採面積　80ha

○ 多摩の森林再生事業
  ・間伐面積　480ha

○ 多摩の森林再生事業
  ・間伐面積　625ha

○ 水の浸透を高める枝打ち事業
  ・枝打ち面積　96ha

○ 水の浸透を高める枝打ち事業
  ・枝打ち面積　120ha

○ 花粉の飛散状況等の観測、解析
　・スギ・ヒノキ等飛散花粉状況の定点観測
　（1月から5月前半まで都内12か所、5月後半から11
   月まで都内9か所）
　・飛散開始時期等に関する報道発表、ホームページ
   等による情報提供

○ 花粉の飛散状況等の観測、解析
　・スギ・ヒノキ等飛散花粉状況の定点観測
　（1月から5月前半まで都内12か所、5月後半から11
   月まで都内9か所）
　・飛散開始時期等に関する報道発表、ホームページ
　 等による情報提供

○ 花粉の飛散状況等に関する情報提供
 「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供

○ 花粉の飛散状況等に関する情報提供
 「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供

○ 花粉症に関する情報提供・普及啓発等
 「花粉症一口メモ」（パンフレット）の配布
　   （8,000部）

○ 花粉症に関する情報提供・普及啓発等
 「花粉症一口メモ」（パンフレット）の配布
　   （8,000部）

２
針葉樹と広葉樹の混交林化によ
る花粉飛散の削減

花粉の飛散状況の継続的な観
測、解析、情報提供

３
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　　施策４　アレルゲン表示など食品に関する対策　　【福祉保健局（保健医療局）】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○ 食品表示法に基づく監視指導
 （都保健所及び事業所）
　・食品製造業者、食品流通業者、食品販売業者等に
  対し、延べ183,232件実施

○ 食品表示法に基づく監視指導
 （都保健所及び事業所）
　（実施中）

○ 適正表示推進者育成講習会の開催
　・令和4年11月16日～11月30日（Web配信）

   登録者※　220名
 ※講習会を受講し、食品の適正表示推進者として新
 たに登録された者

○ 適正表示推進者育成講習会の開催
　・令和6年1月及び2月予定

○ 適正表示推進者フォローアップ講習会の開催
　・令和5年2月6日～2月13日（Web配信）受講者384名

○ 適正表示推進者フォローアップ講習会の開催
　・令和5年12月予定

２

製造段階における意図しないア
レルゲンの混入防止のための食
品製造業に対する監視指導、ア
レルゲン検査

○ 製造・調理施設の監視指導
 （都保健所及び事業所）
　・食品製造業、給食施設、飲食店等に対し、延べ
   18,222件実施
○ 食品のアレルゲン検査（都保健所及び事業所）
　・食品製造業、給食施設に対し、乳、卵、小麦、そ
   ばのアレルゲン検査を40検体実施

○ 製造・調理施設の監視指導
 （都保健所及び事業所）
　（実施中）

○ 食品のアレルゲン検査（都保健所及び事業所）
　（実施中）

３
アレルゲン表示違反による自主
回収情報の提供

○ 食品表示法に基づく自主回収の届出　65件

　届出※された情報について、国と連携し、消費
  者に適切かつ速やかに情報提供を実施
 ※八王子市、町田市を除く多摩地区及び島しょ地区
 における届出

○ 食品表示法に基づく自主回収の届出

　届出※された情報について、国と連携し、消費
  者に適切かつ速やかに情報提供
 ※八王子市、町田市を除く多摩地区及び島しょ地区
 における届出

○ 飲食店向け食物アレルギー講習会の開催
　・令和4年11月15日～11月28日（Web配信）
   受講者 387名

○ 飲食店向け食物アレルギー講習会の開催
　・令和5年11月（Web配信）予定

○ 食品営業者向け資料「食物アレルギー対策に取り
  組みましょう」
  (コミュニケーションツール付)の周知
　・講習会等で飲食店事業者等に周知、配布

○ 食品営業者向け資料「食物アレルギー対策に取り
  組みましょう」
  (コミュニケーションツール付)の改訂・周知

食品の製造・販売事業者等の監
視指導によるアレルゲン表示の
適正化、講習会等による普及啓
発

１

飲食店等における利用者へのア
レルゲンに関する適切な情報提
供の支援

４
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　　施策５　生活環境が及ぼす影響に関する知識の普及等　　【福祉保健局（保健医療局）】　

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　（ダニ、カビなどの室内環境対策）

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　（ダニ、カビなどの室内環境対策）

○「赤ちゃんのための室内環境」（リーフレット）
  配布
　・新生児を迎える家庭向けに区市町村を通じ配布
○「花粉症一口メモ」（パンフレット）配布
 （8,000部）【再掲】

○「赤ちゃんのための室内環境」（リーフレット）
  配布
　・新生児を迎える家庭向けに区市町村を通じ配布
○「花粉症一口メモ」（パンフレット）配布
 （8,000部）【再掲】

○ 「とうきょう健康ステーション」(健康づくりを支
  援するポータルサイト)を活用した普及啓発
　・禁煙治療を行う医療機関情報の掲載等
　・喫煙・受動喫煙に関して都民にわかりやすい内
   容、最新の情報を発信（随時更新）
　・受動喫煙防止に関しては、法・条例の内容を中心
   に特設サイトで情報発信

○ 「とうきょう健康ステーション」(健康づくりを支
  援するポータルサイト)を活用した普及啓発
　・禁煙治療を行う医療機関情報の掲載等
　・喫煙・受動喫煙に関して都民にわかりやすい内
   容、最新の情報を発信（随時更新）
　・受動喫煙防止に関しては、法・条例の内容を中心
   に特設サイトで情報発信

○ 「健康増進法」、「東京都受動喫煙防止条例」
  及び「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」に関
  する普及啓発
　・ポスターやリーフレット、動画等による普及啓
  発、制度説明動画を活用した啓発、区市町村や民間
  事業者等と連携した普及啓発の取組を展開

○ 「健康増進法」、「東京都受動喫煙防止条例」
  及び「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」に関
  する普及啓発
　・ポスターやリーフレット、動画等による普及啓
  発、制度説明動画を活用した啓発、区市町村や民間
  事業者等と連携した普及啓発の取組を展開

○ 禁煙教育副教材「健康な未来を決めるのは誰？
  ～たばこの”恐ろしさ”を知りましょう～」の配布
　・小、中、高校生向けに校種別に増刷

○ 禁煙教育副教材「健康な未来を決めるのは誰？
  ～たばこの”恐ろしさ”を知りましょう～」の配布
　・小、中、高校生向けに校種別に増刷

○ 禁煙啓発リーフレット「自分のために。家族のた
  めに。タバコ、やめませんか？～禁煙でみんな幸せ
  に～」の増刷、配布

○ 禁煙啓発リーフレット「自分のために。家族のた
  めに。タバコ、やめませんか？～禁煙でみんな幸せ
  に～」の増刷、配布

○ COPD（慢性閉塞性肺疾患）対策事業
　・普及啓発動画広告の実施
　・普及啓発チラシの各団体を通じた喫煙者への配布
　・啓発パンフレットの増刷

○ COPD（慢性閉塞性肺疾患）対策事業
　・普及啓発動画広告の実施
　・普及啓発チラシの各団体を通じた喫煙者への配布
　・啓発パンフレットの増刷

１

生活環境が疾患に及ぼす影響に
ついての最新の知見やデータを
踏まえた普及啓発
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○ 20歳未満喫煙防止ポスターコンクールの実施
  ・応募総数1,373作品（都内全小中高校から募集）
　・入賞作品として18作品を選定

○ 20歳未満喫煙防止・受動喫煙防止ポスターコン
  クールの実施

○ 「健康増進法」及び「東京都受動喫煙防止条例」
  に関する周知や、制度の理解促進のためのハンド
  ブックやチラシ、ポスター、解説動画等に、受動喫
  煙対策を取るべき背景となる受動喫煙の健康影響に
  ついて記載し、対策の必要性を啓発

○ 「健康増進法」及び「東京都受動喫煙防止条例」
  に関する周知や、制度の理解促進のためのハンド
  ブックやチラシ、ポスター、解説動画等に、受動喫
  煙対策を取るべき背景となる受動喫煙の健康影響に
  ついて記載し、対策の必要性を啓発

○ 施設管理者向けハンドブックの改訂及び多摩地域
　の飲食店に配布、ホームページにデジタルブック掲
　載

○「健康・快適居住環境の指針」を活用した研修等
　・小規模プール講習会（都保健所）
　・化学物質健康問題講習会
  （令和5年3月3日よりWeb配信）
   動画再生回数647回（令和5年7月31日時点）

○「健康・快適居住環境の指針」を活用した研修等
　・小規模プール講習会（都保健所）
　・化学物質健康問題講習会（Web開催予定）

○ 健康・快適居住環境の指針 分冊版「室内の環境整
  備とアレルゲン対策」の配布
　・都保健所の窓口や都民情報ルーム等を通じて配布

○ 健康・快適居住環境の指針 分冊版「室内の環境整
  備とアレルゲン対策」の配布
　・都保健所の窓口や都民情報ルーム等を通じて配布

１

生活環境が疾患に及ぼす影響に
ついての最新の知見やデータを
踏まえた普及啓発

２
アレルゲンや増悪因子の除去・
軽減対策に関する情報提供等
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　　施策６　医療従事者の資質向上　　【福祉保健局（保健医療局）、東京消防庁】　

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○「医療従事者向け研修会」の開催
　実施機関：東京都医師会
　・令和5年1月21日Web配信
  当日オンライン受講者32名、
  アーカイブ動画視聴者106名

○「医療従事者向け研修会」の開催
　実施機関：東京都医師会
　実施時期:未定

○「アレルギー疾患治療専門研修」の開催
　①医師向け(2回実施)
　・令和4年8月25日開催（WEB開催）
    実施機関　国立成育医療研究センター
　  受講者　379名
　・令和5年3月8日開催（WEB開催）
    実施機関  東京慈恵医科大学医学部附属病院
　　受講者　105名
　②看護師等医療従事者向け（2回実施)
　・令和4年11月22日開催（WEB開催）
    実施機関  東京都立小児総合医療センター
　　受講者　80名
　・令和5年1月17日開催（WEB開催）
    実施機関  東京医科歯科大学病院
　　受講者　162名

○「アレルギー疾患治療専門研修」の開催
　①医師向け(１回実施予定)
　・実施機関  東京都立小児総合医療センター
　②看護師等医療従事者向け（2回実施予定)
　・実施機関  国立成育医療研究センター
　　　　　　　東京慈恵医科大学医学部附属病院

２
専門的なアレルギー疾患医療の
提供が可能な医師、歯科医師の
育成

○ 「東京医師アカデミー」における医師の育成
　・後期臨床研修医の小児科コース等において、関連
  するアレルギー疾患についての研修を実施

○ 「東京医師アカデミー」における医師の育成
　・後期臨床研修医の小児科コース等において、関連
  するアレルギー疾患についての研修を実施

１

医師、歯科医師向け研修等の実
施による専門的な知識の普及と
技能の向上

施策の柱Ⅱ　患者の状態に応じた適切な医療やケアを提供する体制の整備
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３
薬剤師、看護師、栄養士等に対
する研修の実施

○「相談実務研修」の開催（Web配信）
　各アレルギー疾患に関する専門医等による講義
 ・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
 （3回）
 Web配信：令和4年12月23日～令和5年3月31日
　①「小児ぜん息」　　　　　　 受講者　448名
　②「食物アレルギー」         受講者  654名
　③「アレルギー性結膜炎等」 　受講者　463名
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
 （2回）
　Web配信：令和4年12月23日～令和5年3月31日
　①「成人ぜん息、COPD」　　　 受講者　67名
　②「成人のアトピー性皮膚炎」 受講者　63名

○「アレルギー疾患治療専門研修」の開催【再掲】
　①医師向け(2回実施予定)
　・令和4年8月25日開催（WEB開催）
    実施機関  国立成育医療研究センター
　  受講者　379名
　・令和5年3月8日開催（WEB開催）
    実施機関  東京慈恵医科大学医学部附属病院
　　受講者　105名
　②看護師等医療従事者向け（2回実施予定)
　・令和4年11月22日開催（WEB開催）
    実施機関  東京都立小児総合医療センター
　　受講者　80名
　・令和5年1月17日開催（WEB開催）
    実施機関  東京医科歯科大学病院
　　受講者　162名

○「相談実務研修」の開催(web配信)
　各アレルギー疾患に関する専門医等による講義
 ・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
 （3回）
  Web配信時期：12月頃（予定）
  ①「小児ぜん息」
  ②「食物アレルギー」
　③「アトピー性皮膚炎」
 ・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
 （2回）
　Web配信時期：12月頃（予定）
　①「成人ぜん息、COPD」
　②「成人のアレルギー性鼻炎」

○「アレルギー疾患治療専門研修」の開催【再掲】
　①医師向け(１回実施予定)
　・実施機関  東京都立小児総合医療センター
　②看護師等医療従事者向け（2回実施予定)
　・実施機関  国立成育医療研究センター
　　　　　　　東京慈恵医科大学医学部附属病院
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○「救急訓練指針」に基づく訓練の実施
　・エピペン投与対応訓練の実施

○「救急訓練指針」に基づく訓練の実施
　・エピペン投与対応訓練の実施

○ 救急巡回指導の実施
　・管轄区域を10方面に分け、管轄下にある特別区及
   び受託市町村に設置されている消防署に対して指
   揮・統括
　　（全10方面　年2回実施）

○ 救急巡回指導の実施
　・管轄区域を10方面に分け、管轄下にある特別区及
   び受託市町村に設置されている消防署に対して巡
　 回指導を実施
　　（全10方面　年2回実施）

５

医療従事者に対するアレルギー
疾患医療に関する最新の知見等
の情報提供

○「東京都アレルギー情報navi.」による医療関係者
  向け情報の提供
　（学会等が発表した最新情報や講習会情報の提供
  等）

○「東京都アレルギー情報navi.」による医療関係者
  向け情報の提供
　（学会等が発表した最新情報や講習会情報の提供
  等）

　　施策７　医療提供体制の整備　【福祉保健局（保健医療局）】　　

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

１

幅広い診療領域に対応可能な拠
点病院・専門病院の指定、専門
的なアレルギー疾患医療を提供
する医療機関のネットワークを
強化

○ アレルギー疾患医療拠点病院等連絡会の開催
  ・令和4年6月29日（Web開催）
　・令和4年12月19日（Web開催）

○ アレルギー疾患医療拠点病院等連絡会の開催
 （2回開催予定）
  ・令和5年6月22日（Web開催）
　・令和5年12月頃
〇 拠点病院・専門病院の公募・指定

２
拠点病院・専門病院と地域の医
療機関が円滑に連携できる体制
の構築

〇 医療連携の具体化に向けた検討の実施 〇 医療連携事業の先行実施

　 　

４

救急隊員に対する、アレルギー
症状への対応及び自己注射が可
能なアドレナリン製剤の取扱い
についての教育
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　　施策８　医療機関に関する情報の提供　【福祉保健局（保健医療局）】　

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

１
アレルギー疾患診療を実施する
医療機関の所在地や診療時間等
の情報提供

○ 東京都医療機関案内サービス「ひまわり」
※
によ

  る情報提供
  ・医療機関案内やホームページによる情報提供の実
   施

  ※医療機関案内（電話、ファクシミリ）
　 ・医療機関の所在地、電話番号、診療科目、診療
    日・時間等の情報をコンピュータによる自動応答
    又は専門相談員等により案内（365日24時間）
  ※ホームページによる情報提供
　 ・ホームページにより医療機関の検索サービスを
    提供

○ 東京都医療機関案内サービス「ひまわり」
※
によ

  る情報提供
  ・医療機関案内やホームページによる情報提供の実
   施

  ※医療機関案内（電話、ファクシミリ）
　 ・医療機関の所在地、電話番号、診療科目、診療
    日・時間等の情報をコンピュータによる自動応答
    又は専門相談員等により案内（365日24時間）
  ※ホームページによる情報提供
　 ・ホームページにより医療機関の検索サービスを
    提供

２
専門的な医療機関に関する情報
提供（「東京都アレルギー情報
navi.」）

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・アレルギー疾患医療拠点病院等の診療実績等に関
   する医療関係者向け情報の掲載

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・アレルギー疾患医療拠点病院等の診療実績等に関
   する医療関係者向け情報の掲載
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　　施策９　多様な相談に対応できる体制の充実　　【福祉保健局（保健医療局）】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○ 「相談実務研修」の開催（Web配信）【再掲】
　　各アレルギー疾患に関する専門医等による講義
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
  （3回）
　　Web配信：令和4年12月23日～令和5年3月31日
　　①「小児ぜん息」　　　　　　 受講者　448名
　　②「食物アレルギー」         受講者  654名
　　③「アレルギー性結膜炎等」 　受講者　463名
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
  （2回）
　　Web配信：令和4年12月23日～令和5年3月31日
　　①「成人ぜん息、COPD」　　　 受講者　67名
　　②「成人のアトピー性皮膚炎」 受講者　63名

○ 「相談実務研修」の開催(web配信)【再掲】
　　各アレルギー疾患に関する専門医等による講義
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
  （3回）
　　Web配信時期：12月頃（予定）
　　①「小児ぜん息」
　　②「食物アレルギー」
　　③「アトピー性皮膚炎」
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
  （2回）
　　Web配信時期：12月頃（予定）
　　①「成人ぜん息、COPD」
　　②「成人のアレルギー性鼻炎」

○ 都保健所アレルギー対策事業の実施（計4保健所）
  ・専門医等による講習会の開催：3保健所
    受講者　290名
　・管内施設への研修資材の貸出（通年）：1保健所
   貸出実績　1か所（保育施設）
  （新型コロナウィルス感染症の影響により、2保健
   所は中止）

○ 都保健所アレルギー対策事業の実施
   規模：6保健所（予定）

１

患者やその家族の支援に携わる
関係者等に対する、相談のノウ
ハウや実技などを内容とした研
修等の実施

施策の柱Ⅲ　生活の質の維持・向上を支援する環境づくり
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○ 保健所等における相談等への対応
 （各種アレルギー、室内のアレルゲン対策等）
  ・環境分野  花粉症や室内のアレルゲン対策に関す
   る相談
  ・食品分野  食品に関する相談（関係機関等への助
   言を含む）
  ・保健分野  保健対策に関する相談（関係機関等へ
   の助言を含む）
  ・栄養分野  専門栄養相談（関係機関等への助言を
   含む）

○ 保健所等における相談等への対応
 （各種アレルギー、室内のアレルゲン対策等）
  ・環境分野  花粉症や室内のアレルゲン対策に関す
   る相談
  ・食品分野  食品に関する相談（関係機関等への助
   言を含む）
  ・保健分野  保健対策に関する相談（関係機関等へ
   の助言を含む）
  ・栄養分野  専門栄養相談（関係機関等への助言を
   含む）

○ 普及啓発の実施
  ・保健所ホームページや広報誌へのアレルギー関連
   情報の掲載
  ・都民や事業者、保育施設等向けの各種講習会・講
   演会の機会を活用した普及啓発の実施
  （アレルギー教室、アレルギー講演会、栄養管理
   講習会、食品衛生実務講習会 等）

○ 普及啓発の実施
  ・保健所ホームページや広報誌へのアレルギー関連
   情報の掲載
  ・都民や事業者、保育施設等向けの各種講習会・講
   演会の機会を活用した普及啓発の実施
  （アレルギー教室、アレルギー講演会、栄養管理講
   習会、食品衛生実務講習会 等）

３
保健所や区市町村の保健師・栄
養士等の職員等に対する技術的
助言

○ 研修資材や普及啓発資料等を用いた技術的助言の
  実施

○ 研修資材や普及啓発資料等を用いた技術的助言の
  実施

４
区市町村が実施するアレルギー
相談事業への支援

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業による区市町
  村への支援
　・患者や家族向けの個別相談の実施
　・実施区市町村　 3区市

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業による区市町
  村への支援
　・患者や家族向けの個別相談の実施
　・実施区市町村　3区市（予定）

５
国が実施しているアレルギー相
談事業や患者家族会とも連携し
た、多様な相談への対応

○ 相談対応に資する情報の提供
  ・「東京アレルギー情報navi.」により、関連団体
   の相談窓口を紹介
  ・患者・家族の多様な相談に対応するため、国のア
   レルギー相談事業へのリンクを設定
○ 研修・講習における連携

○ 相談対応に資する情報の提供
  ・「東京アレルギー情報navi.」により、関連団体
   の相談窓口を紹介
  ・患者・家族の多様な相談に対応するため、国のア
   レルギー相談事業へのリンクを設定
○ 研修・講習における連携

２

保健所等における、アレルギー
疾患の予防や管理、室内環境の
改善等に関する相談への対応
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　　施策１０　社会福祉施設や学校等職員の緊急時対応力の向上　　【福祉保健局（保健医療局）、教育庁、東京消防庁】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」の開
  催（2回）
  専門医等による講義、緊急時対応の実技演習
 （会場開催）
   ① 学童保育施設対象（令和4年11月4日）
      受講者　363名
　 ② 保育施設対象（令和5年1月20日）
    　受講者　787名

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」の開
  催（2回）
　 専門医等による講義及び緊急時対応の実技演習
  （会場開催）
　　① 学童保育施設対象 令和5年10月13日（予定）
　　② 保育施設対象　　 令和6年 1月19日（予定）

○ 施設内研修を促進するための研修用資材の貸出

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供及
  び教材の掲載
　 「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」
 　「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
    生活・緊急時対応ガイドブック」等

○ 施設内研修を促進するための研修用資材の貸出

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供及
  び教材の掲載
　 「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」
 　「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
    生活・緊急時対応ガイドブック」等

２
デジタル技術を活用したアレル
ギー緊急時対応案内（再掲）

〇「東京都アレルギー情報navi.」に、音声動画等を
  活用した「保育施設等向け緊急時対応ガイダンス
 （β版）」を実装【再掲】

〇「保育施設等向け緊急時対応ガイダンス（β版）」
  の改良【再掲】
〇「東京都アレルギー情報navi.」に、音声動画等を
  活用した「患者家族向け緊急時対応ガイダンス（β
  版）」を実装【再掲】

１

社会福祉施設や学校等の職員に
対する、ぜん息発作やアナフィ
ラキシー症状が起きた時などの
緊急時対応のための研修の実施
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３

学校の教職員に対する、アレル
ギー対応に関する知識の習得の
ための研修の実施

○ 新規採用養護教諭、新規採用栄養教諭及び新規採
  用幼稚園教諭を対象とした研修の実施(養護教諭76
  人、栄養教諭８人、幼稚園教諭27人)(各1回）
○ 養護・担任教諭・管理職を対象とした研修の実施
 （動画配信　受講者延べ4,005人）
○ 学校栄養職員等を対象とした研修の実施
 （動画配信　受講者延べ798人)

○ 新規採用養護教諭、新規採用栄養教諭及び新規採
  用幼稚園教諭を対象とした研修の実施(養護教諭110
  人、栄養教諭９人、幼稚園教諭46人)(各1回）
○ 養護・担任教諭・管理職を対象とした研修の実施
 （動画配信）
○ 学校栄養職員等を対象とした研修の実施（動画配
  信)

４

心肺蘇生法及びＡＥＤの使用方
法についての、応急救護訓練及
び救命講習等の実施

○ 都民等を対象とした救命講習の実施

○ 以下の取組を実施
  ・都民等を対象とした救命講習修了者の育成継続
　・講習の受講促進のための取組
　　①広報の充実
　　②都民ニーズと感染症に配意した講習を推進
　　③応急手当奨励制度の応急手当普及員等による
     救命講習の自主開催を推進

○ 都民等を対象とした救命講習の実施（実施中）

○ 以下の取組を実施
  ・都民等を対象とした救命講習修了者の育成継続
　・講習の受講促進のための取組
　　①広報の充実
　　②都民ニーズと感染症に配意した講習を推進
　　③応急手当奨励制度の応急手当普及員等による
     救命講習の自主開催を推進

16



　　施策１１　事故防止・緊急時対応のための組織的取組の促進　　【福祉保健局（保健医療局・福祉局）、教育庁、生活文化スポーツ局】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○ 新規採用養護教諭及び新規採用栄養教諭を対象と
  した研修の実施(養護教諭76人、栄養教諭8人)
  (各1回）

○ 新規採用養護教諭及び新規採用栄養教諭を対象と
  した研修の実施(養護教諭110人、栄養教諭9人)
  (各1回）

○ 「学校における食物アレルギー対応ヒヤリハット･
　ヒント事例集」他、アレルギー疾患対応の資料の
　電子データによる配布（全公立学校）

○ 「学校における食物アレルギー対応ヒヤリハット･
　ヒント事例集」他、アレルギー疾患対応の資料の電
　子データによる配布（全公立学校）

○ アレルギー疾患関連の講演会等の周知 ○ アレルギー疾患関連の講演会等の周知

○ 「アレルギー対応体制強化研修」の開催
　　専門医等による講義及び情報交換等
　・行政職員向け（2回）
　　ハイブリット開催（会場＋Web）
　　①児童福祉主管対象（令和4年10月14日）
　　　受講者　13名（会場のみ）
　　②保健衛生主管対象（令和5年1月27日）
　　　受講者　24名（会場：8名、Web：16名）
  ・社会福祉施設等の管理者向け (1回)　Web配信
　　　Web配信：令和4年12月1日～令和5年3月31日
　　　総再生回数：1,943回

○ 「アレルギー対応体制強化研修」の開催
　　専門医等による講義及び情報交換等
　・行政職員向け（2回）
　　ハイブリット開催（会場＋Web）
　　①母子保健主管課対象　令和5年10月6日（予定）
　　②保育主管課対象（定員30名）
　

　・社会福祉施設管理者等の施設向け（1回）
　　web開催（LIVE）
　　令和5年11月24日（予定）

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
　生活・ 緊急時対応ガイドブック」の配布【再掲】
　各研修等で配布

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
　生活・ 緊急時対応ガイドブック」の配布【再掲】
　各研修等で配布

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供及
　び教材の掲載【再掲】
　「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
　活・緊急時対応ガイドブック」等

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供及
　び教材の掲載【再掲】
　「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
　活・緊急時対応ガイドブック」等

２
社会福祉施設や学校等における
緊急時の組織的な対応のための
体制整備への支援

１

「学校給食における食物アレル
ギー対応指針」（文部科学省）
等に基づいた、各学校における
事故予防と緊急対応に関する体
制づくりの推進
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○ 東京都保育サービス推進事業

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

　　1,297施設
　　対象　認可保育所（社会福祉法人等）
　　実施主体　東京都

○ 東京都保育サービス推進事業

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

　　　1,296施設(予定)
　　対象　認可保育所（社会福祉法人等）
　　実施主体　東京都

○ 保育サービス推進事業
  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※
　　2,452施設
　　対    象：認可保育所(社会福祉法人等以外)、
              認定こども園、小規模保育事業、
              家庭的保育事業、事業所内保育事業、
              居宅訪問型保育事業
　　実施主体：区市町村

○ 保育サービス推進事業
  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※
　　2,594施設
　　対    象：認可保育所(社会福祉法人等以外)、
              認定こども園、小規模保育事業、
              家庭的保育事業、事業所内保育事業、
              居宅訪問型保育事業
　　実施主体：区市町村

○ 保育力強化事業

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)
※

　　618施設
    対   象：認証保育所、
             家庭的保育事業(都制度)
             定期利用保育事業、
             一時預かり事業(緊急一時預かり)
    実施主体：区市町村

○ 保育力強化事業

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

    622施設
    対   象：認証保育所、
             家庭的保育事業(都制度)、
             定期利用保育事業、
             一時預かり事業(緊急一時預かり)
    実施主体：区市町村

※ 特別保育事業等推進加算（アレルギー児対応）
  医師の診断書又は指示書に基づき、アレルギー児対
  応として除去食・代替食を実施している保育所等へ
  の補助を実施

※ 特別保育事業等推進加算（アレルギー児対応）
  医師の診断書又は指示書に基づき、アレルギー児対
  応として除去食・代替食を実施している保育所等へ
  の補助を実施

○ アレルギー疾患の理解や緊急時対応等に関する資
  材の提供により、地域で実施する研修会や連絡会の
  実施を支援

○ アレルギー疾患への理解や緊急時対応等に関する
  資材の提供により、地域で実施する研修会や連絡会
  の実施を支援

３

社会福祉施設や学校等と医療機
関などとの連携体制を構築する
ために、区市町村が行う取組等
への支援
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　　施策１２　災害時に備えた体制整備　　【福祉保健局（保健医療局・福祉局）】

取　組　概　要 令和４年度取組状況 令和５年度取組（予定を含む）

○ 都民アレルギー講演会や研修（「相談実務研
  修」、「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研
  修」、「アレルギー対応体制強化研修」）の会場に
  おいて、災害関連のパンフレットの配布及び災害に
  関するブースを設置することによる情報提供

○「アレルギー疾患治療専門研修（看護師等医療従事
　者向け）」において、災害時におけるアレルギー疾
  患患者対応に関する講義を実施
 （令和4年11月22日Web開催）受講者　80名【再掲】

○「アレルギー対応体制強化研修（行政職員向け）」
  において、避難所設営を想定したアレルギー疾患対
  策に関する講義を実施（令和5年1月27日）
  受講者　24名（会場：8名、Web：16名）　【再掲】

○　都民アレルギー講演会や研修（「相談実務研
  修」、「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研
  修」、「アレルギー対応体制強化研修」）におい
  て、災害関連のパンフレットの配布及び災害に関す
  るブースを設置することによる情報提供

○ 「都民向けアレルギー講演会」の開催　【再掲】
　・令和6年2月予定（Web開催予定）
　 内容「災害時のアレルギー対応について(仮称)」

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
  生活・緊急時対応ガイドブック」による普及啓発
 【再掲】

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常
  生活・緊急時対応ガイドブック」による普及啓発
 【再掲】

○ 「東京都アレルギー情報navi.」による災害発生時
  の対策に関する情報提供

○ 「東京都アレルギー情報navi.」による災害発生時
  の対策に関する情報提供

２
避難所運営に関わる方に対す
る、避難所におけるアレルギー
対応に関する準備等への支援

○ 区市町村に対し、避難所管理運営の指針を周知徹
  底した。

○ 「避難所管理運営の指針」のホームページへの掲
  載、関係者等への周知

１

都民や関係機関職員に対する、
平常時からの災害への備えや災
害発生時における対応について
の普及啓発
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○ アレルギーに配慮した災害救助用食料の購入
　・アレルギーに配慮したアルファ化米、米粉クッ
   キー等の購入・備蓄を進めた。

○ アレルギーに配慮した災害救助用食料の購入
　・引き続き、アレルギーに配慮したアルファ化
    米、米粉クッキー等の購入・備蓄を進める。

○ アレルギー児用調製粉乳備蓄委託
　・災害発生後の最初の3日分は区市町村での備蓄を
   基本とするが、以後4日分を都がランニングストッ
   ク方式で備蓄し、アレルギー疾患を持つ方の避難
   生活を支援する。

○ アレルギー児用調製粉乳備蓄委託
　・災害発生後の最初の3日分は区市町村での備蓄を
   基本とするが、以後4日分を都がランニングストッ
   ク方式で備蓄し、アレルギー疾患を持つ方の避難
   生活を支援する。

※２【子供家庭支援区市町村包括補助事業】

地域の実情に応じ、創意工夫を凝らして主体的に実施する子供家庭分野における基盤の整備及びサービスの充実に資する事業を支援することにより、福祉保
健施策総体の向上を図ることを目的とする。

３
アレルギー用調製粉乳やアレル
ギーに配慮した食料の備蓄

【福祉保健区市町村包括補助事業について】

福祉保健区市町村包括補助事業は、「医療保健政策※１」「子供家庭支援※２」「地域福祉推進」「高齢社会対策」「障害者施策推進」の５つの事業分野から構
成されている。また、各分野の基本的な枠組みは「先駆的事業」「選択事業」「一般事業」の３種別となっている。

※１【医療保健政策区市町村包括補助事業】

身近な地域医療・保健の実施主体である区市町村が、地域の実情等を踏まえたきめ細かい医療・保健サービスを展開するため、主体的に実施する保健医療分
野にわたる事業に対し支援を行い、医療保健サービスの向上を図ることを目的としている。
アレルギー疾患対策として、区市町村が相談事業や普及啓発活動の充実を図る場合や、患者の生活をサポートする地域の関係者の円滑な連携を図る場合に、
都が補助を行う。

参 考

20


